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１．はじめに 

 

近年、地球温暖化をはじめとする我々を取り巻く環

境問題は深刻化し、その一因として自動車利用の増加が

挙げられる。自動車は高い利便性を有し今に至るまで増

加の一途をたどっている。自動車はバス、電車など公共

交通と比較すると一人当たりのエネルギー消費量が高い

ために、自動車が移動手段の中心となることにより運輸

部門のエネルギー消費量は年々増加傾向を示している。

それに伴い環境問題の悪化、渋滞による経済損失は年間

12 兆円とも言われ 1）、自動車利用増加に起因する問題

が数多く生じている。地方では公共交通ネットワーク形

成が不十分であるため自動車依存が高くなり環境負荷削

減が難しい状況となっている。1997 年の京都議定書で

も日本ではCO2排出量を2012年までに1990年の6％減

が義務付けられた。これらの問題を解決するために、自

動車性能の向上や法的整備とともに、道路ネットワーク

整備、公共交通へのシフトなどの対策を検討する必要が

ある。さらに、効果的な対策を講じるには広域的、狭域

的な対策を合わせて計画的に行う必要がある。 

これまで交通環境負荷に関して行われた研究では、

都市レベルと地区レベルに分けてそれぞれ評価を行って

いる。都市圏を対象とした研究では 2) 3)環境負荷排出モ

デルを構築し、各種施策と環境負荷の関連をシミュレー

ションによる分析によって定量的に把握している。また、

地区レベルにおける研究では交通施設整備の効果を分析

し整備の有効性と交通量との関係を述べているものがあ

る 4）。しかし、狭域的なものは広域的な研究と比較す

ると数が少なく不明な点も多い。そこで本研究では、ミ

クロ交通流シミュレーションを用いて狭域的な視点から

経路選択・交通手段変更が環境負荷に与える影響を分析

することを目的とする。 

２.研究の概要 

 
（１）交通環境負荷に影響を与える交通要因 
研究を行うにあたって自動車交通において燃料消費

量が増大する要因についての整理を行う。燃料消費量が

増加する要因には主に以下の３つの挙動が挙げられる。 

① 停止時間の増加 

② 走行速度の不安定性 

③ 低速走行 

①の場合は路上駐車や信号制御、駐車場の入出庫待

ちなどによるアイドリングが原因となって変化する。②

の場合は路上駐車や前方の車両の挙動（車線変更など）

に起因する加減速が原因となる。③の場合は速度規制や

交通量増大による低速走行などが原因となる。また車両

挙動以外にも交通手段（自動車,バスなど）も環境負荷

に影響を与える要因の 1 つである。図-1 に交通環境負

荷低減施策をまとめる。 

 

  

 
 
 
 
 
 

（２）交通流シミュレーション 

推計にはミクロ交通流シミュレーションモデルの

「NETSIM」を用いる。このモデルは道路形状、信号要素、

交通量、走行特性等を入力することによって、追従理論

により交通流の再現が可能である。出力データとして遅

れ時間、総走行時間、平均速度、最大車列長、燃料消費

量、ガス排出量等がある。 

交通環境負荷の評価指標として CO2、CO、HC などが挙

げられるが、研究では燃料消費量と直接人体に影響を与

える指標として NOXを用いる。燃料消費量は CO ２排出量

と比例関係にあり、燃料消費量と NOX排出量は低速走行

時に大幅に増加する傾向がある。シミュレーションの再

現性の確認は各交差点の流入及び流出交通量を用いた。 
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開発における交通網の整備 沿道施設への出入誘導 

交通手段の変更 

路上駐車対策 交差点改良 

図-1 交通環境負荷の低減施策 



３.経路選択による交通影響分析 

 

（１）対象地区概要と分析パターン 

分析対象には宇都宮市において交通量の多い国道 123

線と国道 4 号線が交差する平松交差点、市道 25 号線、

新しく開通した今泉川田線を含む約1.2キロ四方とした。

また、時間帯は通勤・通学である 7：00～8：30 を対象

とし、交通量は開通前後の交通量調査結果を用いた。交

通量に変化を与える要因として経路選択による誘発交通

の発生を考える。現況再現は交通量調査結果との比較に

より確認した。その結果、開通前 R2=0.993 開通後 R2＝

0.995となり交通流を再現できていると考えられる。 

分析は開通前後の 2 パターン、ネットワーク完成後

において交通量を開通前から開通後へと段階的に増加さ

せた仮想交通量による場合の計7パターンを実施した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）開通前後の比較 

開通前後を比較すると、ネットワーク全体で交通量

が 11.2％増加したことがわかる(表-1 参照)。これは開

通により利便性が高まったことによる誘発交通の発生が

原因であると考えられる。路線別に見ると、国道123号

線、国道４号線、今泉川田線において交通量は増加し、

市道25号線では減少した。 

渋滞長を比較すると交通量が増加した国道 4 号線、

今泉川田線で渋滞長が増加したところが見られるが、そ

の他の路線では減少している地点も多く見られた（図-3

参照）。渋滞の発生原因には交通量が多いのに加えて、

歩行者、自転車交通量が多い事が要因として挙げられる。 

環境負荷について開通前後を比較した結果を図-4,5

に示す。これを見ると燃料消費量は全体で約 8％(230

ℓ )増加、NOX排出量は全体で 2％(3.7 ｇ)増加した。燃

料消費量、NOX 排出量増加は開通後に総交通量が増加し

たことが最も影響を与えた原因であると考えられる。 

 
 
 

開通前
（台） 

開通後 
（台） 

増加数
（台） 

増加率
（%） 

国道123号線 2994 3095 101 3.4 

国道4号線 2146 2517 371 17.3 

25号線 1025 813 -212 -20.7 

今泉川田線 1231 1796 565 45.9 

全体 7396 8221 825 11.2 

（３）交通量を変化させた場合 

開通後の交通量増加が環境負荷に影響を与えている

と考えられるので、開通後の交通量を変化させることで

交通量と環境負荷の関係を分析した。その結果、開通

後に交通量が増加しなかった場合には燃料消費量

は約 13％(355ℓ )の減少(図-4 参照)、NOX排出量は

5.7％(10.5 ｇ)減少した(図-5 参照)。このことか

らも開通後における誘発交通の発生により環境負

荷が増加したことがわかる。また、交通量の増加

が開通前と比較して約 7.2％(500 台)程度までなら

ばネットワーク整備による経路選択は環境負荷削

減効果があると考えられる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

（４）渋滞による経済

 シミュレーションに

状態で走行できた時と

し、時間価値を乗じる

遅れ時間（時間）×

時間価値の値は 37

したピーク時(7時～8

おいて約125万円、開

った。これは開通後の

いるためである。そこ

額を求めると、開通前

円（約2.9％）の経済

 

図－2 対象地域 

表－1 交通量の変化 
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（５）整備効果 

開通の整備効果を求めるためにすべての自動車がネ

ットワーク上を走行した時間を求め、さらに時間価値を

乗じ経済的な価値に換算する。 

総トリップ時間（時間）×時間価値（円/台･時） 

＝経済価値(円)・・・（式－2） 

式－２で求めた値を開通前後で比較する事で整備効

果を総時間価値で判断することができる。時間価値の値

は渋滞損失と同じく 3770(円/台･時)5）を用いた。開通

前において約283万円、開通後は約306万円という結果

であった。つまり、開通によって総交通量が増加してし

まったため、23万円増となった。なお、1台あたりの走

行時間に要する経済価値を求めると、開通前169円、開

通後156円となり1台あたりで考えると13円(7.7％)の

整備効果が推計された。 
 
４.交通手段変更による交通影響分析 

 

（１）対象地区概要 

JR 宇都宮駅東口地区において大規模開発が計画され

ている。開発面積は7.3haにわたり、各種施設整備、道

路整備が行われ宇都宮市の新たな都市拠点となることが

期待される。さらに、自動車利用率が高い宇都宮市にお

いて渋滞などの交通問題の解決、都市活性化のために

LRT 導入計画があることから、ここでは自動車から LRT

への交通手段変更と環境負荷の関係を分析する。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
（２）将来交通量の算出と分析パターン 

分析を実施する為に平成４年 PT 調査を元に平成 32

年における宇都宮駅将来交通量の算定を行う。 

① 自動車の走行台キロの伸び率から平成 32 年におけ

る発生集中交通量を求め、駅東口地区整備による開

発交通量を大規模開発マニュアルから算出し、将来

ＯＤを作成。 

② ＪＲ宇都宮駅乗客数(将来)を駅端末における交通機

関別分担率および平均乗車人数を用いて駅端末交通

量を算出。 

③ ①と②を加えることで将来交通量を算出し、平成

11 年度道路交通センサスより周辺道路におけるピー

ク(8％)から将来交通量を求める。 

計算結果からネットワークにおける予測流入交通量

は 1300（台/ピーク 1 時間）となった。分析はピーク 1

時間とし、交通量は算出されたLRT導入ルートからの流

入交通量700台を基に変化させた。各交通量において自

動車からLRT への転換率を0,5,10,15％と変化させシミ

ュレーションを実施した。また、LRT への転換を交通量

の減少によって分析したが、LRT 導入により車線数が減

ると考えられるため、片側3車線から片側2車線に減少

した場合についても分析を行った。 

 

（３）シミュレーション結果 

各シミュレーションにおいて、燃料消費量、NOX 排出

量は交通量の増加と共に増加し、図-７からわかるよう

に片側3車線のときは交通量が約50％増(1050台/時)ま

では燃料消費量と転換率はほぼ比例関係にあるが、交通

量が 60％増加(1120 台)を超えると渋滞が発生し燃料消

費量は急激に増大することがわかる。しかし、転換率

10％とした場合には渋滞は解消し、燃料消費量の大幅な

減少が確認できる。 

LRT の整備により片側 2 車線に減少した場合も交通量

と燃料消費量は同様な関係を示すが、車線減少により交

通容量が減少することから交通量が40％増加(980台)す

ると渋滞が発生し、燃料消費量は大幅に増加する。また

交通量が 40％増加以上になると片側 3 車線と比較して

燃料消費量が増加していることがわかる。いずれの場合

も渋滞による燃料消費増加が大きく、自動車からの転換

により渋滞が解消した場合には手段変更による環境負荷

削減効果は大きくなる。 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５.整備効果の概念 

 
（１）ネットワーク整備による整備効果 

道路のある断面を単位時間に通過する車両の数につい

て考えた場合、交通量をq、密度をkとすると図-8のよ

図－6 対象地域 
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うに k0(臨界点)で交通量が最大となる 2 価関数になる。

この関係を燃料消費量と交通量の関係に適用すると、燃

料消費量と交通量の関係は図-9、10のようになる。 

ネットワークの整備効果に与える要因としては経路

変更や誘発交通による交通量の変化が考えられる。渋滞

の発生している地域においては、運転者は迂回行動をと

るが、整備によって交通容量が拡大されると交通量が増

大してしまう。現況の交通容量に余裕のある場合におい

ては旅行速度が上昇し、整備による燃料消費削減効果が

みられる。しかしながら、すでに交通量が飽和している

場合には増加交通により、地域内の総交通量が増加し燃

料消費量にあまり変化が見られないか、逆に増加してし

まうこともある。 

本研究で分析した今泉川田線の場合において考えて

みると図-9 の【1】の部分のように道路整備を実施した

ことで対象エリアの交通容量は拡大した。燃料消費量を

比較した結果、地区内への総流入交通量が同程度であれ

ば新規道路開通により約 13％の環境負荷削減効果があ

ると推定される。しかし、現実には開通後に広域交通流

の経路選択の変化によって総流入交通量が増加し、結果

として対象地区内の環境負荷は8％増加してしまった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）交通手段変更による効果 

 新規にLRTの導入やバス専用レーンの設置などにより

自動車からの交通手段変更を考えた場合、整備により車

線数が減り交通容量も減少する。そのため自動車交通量

が減少しなければ環境負荷はかえって増大してしまう。

つまり、環境負荷削減には交通容量減少による増加分よ

り手段変更等による削減分の方が大きくなければ効果は

ない。 

 ＪＲ宇都宮駅東口のケーススタディではLRT導入によ

り片側3車線から片側2車線になった場合を分析した。

その結果、交通容量が減少したために交通量が一定量を

越えると燃料消費量は増加した。図-10 のように交通量

が20％増(840台)までならば車線減少の影響はないが、

40％増(980 台)になるとその差は顕著になり、70％増

(1190台)になると燃料消費量は231ℓ の増加となる。そ

の場合環境負荷削減効果を得るには約11.8％(140台) 

以上の転換率が必要である。 

図-9,10 からわかるようにグラフ頂点付近では整備に

よる影響が大きいことがわかる。このことから、交通量

の変化が環境負荷に対して大きな影響を与え、整備によ

り環境負荷削減効果を得るためには経路選択、手段変更

共に整備前後の交通量の変化を十分に考えることが重要

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６.おわりに 

 

 本研究では地区レベルにお

更について分析を行った。そ

更は環境負荷削減に効果があ

の変化が環境負荷には大きな

た。ただし、広域交通流の変

以外にも現れるため CO2 など

するにはより広域での分析が

また、環境負荷の少ない都

整備、環境負荷の少ない電車

換政策を含めて総合的な交通

である。 
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